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序　　　　　文

フィリピン共和国は、近年、工業振興を通じ経済力の増強を行っており、工業振興の基礎とな

る裾野産業育成が急務となっています。しかし、現在、同国においては裾野産業の基幹である金

属加工分野の技術が、他のアジアの新興工業国に比べて立ち後れています。このため、フィリピ

ン国政府は金属加工分野（金型及び鋳造）の技術向上を金属工業開発研究センター（ＭＩＲＤＣ）を

通じて実施するために日本国政府に対し、プロジェクト方式技術協力を要請してきました。

これに対し、日本国政府は、鋳造分野についてはアフターケアで対応することとし、一方で金

型分野については、1996年 12月に事前調査団を派遣し、案件の妥当性、協力内容の詳細や機材の

仕様等、投入の詳細について調査し、その後、1997年５月～６月の間、実施協議調査団を派遣し、

具体的な技術協力内容及びその計画について最終的に合意し、討議議事録（R e c o r d  o f

Discussions）として取りまとめ署名・交換を行いました。

本プロジェクトは、同討議議事録に基づき、1997年９月１日から５年にわたり技術協力を実施

中です。

今般、プロジェクト開始後、約１年４か月を経過し、当初予定していた長期専門家（５名）が全

員現地に着任したのに加え、供与機材についても、1998年９月をもって当初予定されていた全機

材の納入及び検収が完了し、同年11月 24日には本プロジェクトの開所式及び記念セミナーが開催

され、これから本格的な技術移転が実施されようとしているところです。

国際協力事業団はプロジェクトの進捗を確認し、今後の活動計画の見直しに係る協議をプロ

ジェクト関係者と実施することを主な目的として、1999年１月 13日から１月 21日まで運営指導

チームを派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本並びにフィリピン両国の関係各位に対し

深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

1999年２月

国 際 協 力 事 業 団
　 鉱 工 業 開 発 協 力 部

部長 谷 　川 　和 　男
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１　運営指導チームの派遣

１－１　要請の背景及び経緯

（1）フィリピン国は、近年、工業振興を通じ経済力の増強を行っており、工業振興の基礎とな

る裾野産業育成が急務となっている。しかしながら、現在、同国においては裾野産業の基幹

である金属加工分野の技術が、他のアジアの新興工業国に比べて立ち遅れている。このため、

フィリピン国政府は金属加工分野（金型及び鋳造）の技術向上を金属工業研究開発センター

（ＭＩＲＤＣ）を通じて実施するために、日本国政府に対し、プロジェクト方式技術協力を要

請してきた。

（2）これに対し、日本政府は、鋳造分野については、ＭＩＲＤＣを実施機関として、プロジェ

クト方式技術協力「フィリピン共和国金属鋳造技術センター事業』（協力期間：1980年７月 28

日～ 1986年１月 27日（１年半の延長を含む）、アフターケア協力（Ａ／Ｃ）：1988年７月 15日

～ 1989年３月 31日）を実施しており、フィリピン国側に基礎的な技術が移転されていること、

さらに両分野を１件のプロジェクト方式技術協力により一定の協力期間内に実施することは

物理的に困難であると判断し、鋳造分野については第２次のアフターケア協力で対応するこ

ととし、1996年７月８日から７月 17日までアフターケア調査団を派遣し、右をフィリピン国

側と合意、1996、1997年度に短期専門家派遣、研修員受入れ、機材供与を主たる投入とする

協力を実施した。

（3）一方、金型分野については、上記アフターケア調査の協議結果をも踏まえ、1996年 12月５

日から12月 18日まで事前調査団を派遣し、案件の妥当性を確認するとともに、プロジェクト

方式技術協力による協力の可能性を調査確認し、あわせて協力内容の詳細や機材の仕様等、

投入の詳細について協議・確認した。

（4）上記事前調査の結果を踏まえ、1997年 5月 27日～ 6月 11日の間、実施協議調査団を派遣し、

プロジェクト実施に際しての日比双方の責任分担を再確認するとともに、事前調査で作成済

であったプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）、暫定実施計画（ＴＳＩ）の各案に

ついて再検討し、かつ、年次活動計画（ＡＷＰ)、技術協力計画（ＴＣＰ)を作成することによ

り、具体的な技術協力内容及びその計画について最終的に合意し、Ｒ／Ｄ及びミニッツに取

りまとめの上、６月 10日に署名・交換を行った。
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１－２　運営指導チーム派遣の経緯と目的

（1）上述の経緯を経て、本プロジェクトは、1997年９月１日から５年間を協力期間として、ま

ず専門家がＣ／Ｐへ技術移転を行い、Ｃ／Ｐがその移転された技術を活用してフィリピン国

の金型技術者に対してプラスティック金型に関する適切な研修・技術支援を提供することに

より、もってフィリピン国の金型産業の技術力の底上げを図ることを上位目標として協力が

実施されている。

（2）専門家については、1997年９月 15日の業務調整員の派遣を皮切りに、1998年９月までに当

初予定していた長期専門家（５名）が全員現地に着任したことに加え、供与機材についても、

1998年９月をもって当初予定されていた全機材の納入及び検収が完了し、11月 24日には本プ

ロジェクトの開所式及び記念セミナーが開催され、これから正に本格的な技術移転が実施さ

れようとしているところである。

（3）かかる状況下、プロジェクト開始後約１年４か月経過した現時点において、先方とプロ

ジェクト活動の進捗状況を確認し、今後の活動計画の見直しを実施するために、運営指導

チームを派遣するものである。

１－３　主な調査指導内容

（1）協力開始後６か月を目途に実施するとしていた現地における広報、評価・モニタリングを

含むプロジェクト運営管理体制の構築状況を確認するとともに、要すればこれまでの活動状

況を通じて得られた教訓を踏まえ、見直しを行う。

（2）最初の計画打合せ調査（現状の予算費目上は運営指導）時で実施するとしていたプロジェク

ト計画管理諸表注１の取りあえずの確定を行う。

注１ プロジェクト計画管理諸表とは、プロジェクト･デザイン･マトリックス（ＰＤＭ）、技術協力計画（ＴＣＰ）、活動計画（ＰＯ）、

年次活動計画（ＡＰＯ）、暫定実施計画（ＴＳＩ）、技術協力計画進捗状況表を指す。

（3）平成 10年度年次活動計画の進捗を把握し、これまでの活動から得られた教訓を踏まえ、今

後の活動計画を作成する。

（4）その他プロジェクトの実施上の問題点について、専門家及びＣ／Ｐのインタビュー及び全

体会議の場で議論し、解決の方途を検討する。
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１－４　運営指導チームの構成

氏　　名 分　　野 所　　属

桑島　京子 総　　　　括 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　

鉱工業開発協力第一課　課長

中田　幹夫 技術協力計画 通商産業省　機械情報産業局

素形材産業室　技術係長

畠山　篤彦 技術移転計画 （財）素形材センター

テクニカルアドバイザー

近藤　啓治 研　修　計　画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　職員

町田　賢一 運　営　管　理 国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　特別嘱託
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１－５　調査日程

日順 日付 曜日 行　　　程

１ 1月13日 水 09:45 成田発（JL741）

13:25 マニラ着

16:30 黒柳ＪＩＣＡ事務所次長表敬

17:00 専門家チームとの協議（1）（ＪＩＣＡ事務所・第３会議室）（調査日程及び調査内容の確認）

20:00 専門家チーム主催夕食会

２ 1月14日 木 09:00 ヴィロリアＭＩＲＤＣ所長表敬（調査日程、派遣目的、調査項目の説明）

09:30 プノンバヤンＤＯＳＴ次官表敬（調査日程、派遣目的、一般的事項の説明）

10:00 ＭＩＲＤＣとの協議（調査依頼事項の確認）

11:30 ＭＩＲＤＣ主催昼食会

午後 サイト視察

専門家チームとの協議（2）Ｃ／Ｐ技術移転達進捗状況、テスト金型の取扱、研修コースとその他の業務

３ 1月15日 金 ２グループに分かれて専門家チームとの協議（3）

団長・技術協力計画・運営管理 技術移転計画・研修計画

8:30～ ＰＤＭの改訂、評価・モニタリング方法の検討、Ｃ／Ｐ製図基礎試験の実施

～12:00 その他の計画管理諸表の改訂、検討 技術移転評価表の検討

団長・運営管理 技術協力計画・技術移転計画・研修計画

13:00～ フィリピン電気電子製品試験技術協力事業視察 Ｃ／Ｐインタビュー

（モトムールＢＰＳ局長他との意見交換）

14:30 午前中に引き続き２グループに分かれて専門家チームとの協議（4）

20:00 専門家チームとの協議（5）Ｃ／Ｐ技術移転達成度、テスト金型の取扱、研修コースとその他の業務

４ 1月16日 土 10:00 工場視察（Ram Tech）（技術協力計画・技術移転計画）

終日 専門家チームとの協議（団長・研修計画・運営管理）（6）プロジェクトの現状・今後の計画

５ 1月17日 日 終日 資料整理

６ 1月18日 月 08:30～ ＭＩＲＤＣとの協議（1）（ＰＤＭの改訂、モニタリング・評価、技術協力計画の見直し、Ｃ／Ｐ技

術移転達成度、ターゲット製品の取扱、ＭＩＲＤＣ内研修カリキュラム、

ＭＩＲＤＣの予算、組織、国家開発計画、計画管理諸表）

13:30 ＰＤＭＡとの意見交換

ＭＩＲＤＣとの協議（1）（上記内容を継続協議）

７ 1月19日 火 団長・技術協力計画・研修計画・運営管理 技術移転計画

10:00 ＭＩＲＤＣとの協議（2）（ミニッツ案作成）10:00～12:00　コンピューターネットワークメンテナンス研修打合せ

終日 ＭＩＲＤＣとの協議（2）（ミニッツ案作成）

８ 1月20日 水 08:30 ＭＩＲＤＣとの協議（3）（ミニッツ案確定）

14:00～ 合同調整委員会

～16:00

18:00 ミニッツ署名・交換

運営指導チーム主催カクテルパーティー

９ 1月21日 木 09:00 フィリピンソフトウェア開発研修所視察

14:45 マニラ発（JL742）

19:20 成田着
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１－６　主要面談者リスト

〈フィリピン側〉

（1）科学技術庁

DOST Undersecretary for R&D Dr. Raymundo S. Punongbayan

（2）金属加工センター

MIRDC Executive Director Engr. Rolando T. Viloria

Deputy Executive Director

 for Industrial Development Engr. Eduardo R. Lacbay

Chief, Metalworking Technology Division Engr. Eric P. Duquez

Planning Officer(IV),

 Planning Management Information Service Engr. Fred P. Liza

（3）フィリピン金型協会

PDMA President Mr. Jimmy Chan

Member Mr. Roland L. V. Lipio

（4）貿易産業省　製品規格局（BPS）

BPS Director Jesus L. Motoomull

Deputy Executive Director Cirila S. Botor

Head, BPS Testing Center Gerardo P. Panopio

（5）国立コンピューターセンター

NCC Undersecretary/Director-General Ramon Ike Seneres

Technical Consultant to NCI/PSDI Course Isagani L. Osio

Staff Dory B. Alouza
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〈日本側〉

（1）フィリピン金型技術向上プロジェクト長期専門家チーム

チーフアドバイザー 近藤　晴彦

業務調整員 石田　和基

金型設計 小島　要

金型加工 土井　修典

金型組立 井出　真樹

（2）ＪＩＣＡフィリピン事務所

所長 後藤　洋

次長 黒柳　俊之

所員 中澤　哉

（3）フィリピンソフトウェア開発研究所長期専門家チーム

リーダー 壷川　秋廣

業務調整員 田坂　厚

カリキュラム設計開発 中垣　勝

データベース設計 新垣　友賢

コンピューターネットワーク 林　　浩典
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２　調査協議結果の概要

２－１　調査結果

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

第０ 一般的事項
１ 日本のODAの現
状

２ プロジェクトの
運営管理の現地
化

３ モニタリングと
評価

(1) プロジェクト
サイクルマネ
ジメント
（PCM）

(2) 評価５項目の
導入及び評価
グリッド

(3) モニタリング

(4) 評価　
ア 種類

日本のO D Aの現状、すなわ
ち、日本のODA予算が1998年度
から少なくとも３年間は継続
的に減少してゆくこと、した
がって、日本政府は、JICAを通
じて、より効率的・効果的な形
で、より実行可能性の高い、自
立発展性のあるプロジェクト
を形成し、実施していく必要
があることを説明し、フィリ
ピン国側の理解を得、ミニッ
ツに記載する。

前述のODA予算の制約から、
プロジェクト開始後、調査団
を毎年派遣することはきわめ
て困難であること、したがっ
て、プロジェクトの運営管理
並びにモニタリング及び評価
に当たっては対処方針等につ
いて東京サイドと事前にすり
あわせの上、合同調整委員会
を定期的に開催し、現地で協
議・確認するのが望ましいこ
とを説明し、フィリピン国側
の理解を得、ミニッツに記載
する。

左記を再確認するとともに、
要すればPCM手法について再度
説明する。

左記を再確認し評価グリッ
ドの作成を検討の上、要すれ
ば結果をミニッツに記載する。

左記を再確認するとともに、
「モニタリング・評価計画書」
（案）を見直し及び検討する（詳
細は、第３の５の（8））参照）。

左記を再確認する。

左記を説明し、フィリピン国側
の理解を得、ミニッツに記載した。

左記を説明し、専門家チーム並
びにフィリピン国側の理解を得、
ミニッツに記載した。
今回、第２回合同調整委員会が

１月20日に開催され、今後引き続
き合同調整委員会を開催して、プ
ロジェクトの運営管理並びにモニ
タリング及び評価を実施していく
ことが確認された。

左記をプロジェクト側（専門家
チーム並びにフィリピン国側）と再
確認し、ミニッツに記載した。

左記をプロジェクト側と再確認
し、ミニッツに記載した。
なお、評価グリッドは本年６月

の定期モニタリングに向けてプロ
ジェクト側で作成していくことと
なった。

左記をプロジェクト側と再確認
し、「モニタリング･評価計画書」の
プロジェクト案を見直しの上、ミ
ニッツに添付した。

左記をプロジェクト側と再確認
し、ミニッツに記載した。

第１回合同調整委員会が1998年４月
28日に開催され、定期的に、モニタリ
ング及び評価を実施することとした。

これまでの調査でPCM手法に基づい
て、プロジェクトの運営管理、モニタ
リング・評価を実施することを確認し
ている。

PDMの導入と並行して、JICAは評価５
項目（目標達成度、効果、効率性、妥当
性、自立発展性）を導入し、モニタリン
グ・評価に当たっては、評価グリッド
を用いることとしている。

前述のPDMと評価５項目に基づき、ま
ずC/Pと専門家がプロジェクトの定期モ
ニタリングをすることとなっており、
このため、プロジェクト開始後６か月
を目途に、プロジェクト主導による
「モニタリング・評価計画書」の作成を
はじめとするモニタリング・システム
を構築し、以後６か月毎にモニタリン
グを実施し、結果を関係者に周知する
こととなっている。現在、同計画書の
プロジェクト案が作成されている。

(ｱ) プロジェクト目標の達成度等を評
価５項目に基づいて評価するた
め、プロジェクト終了前約６か月
を目途に、終了時評価を日・比共
同で実施する。

(ｲ) その他、要すれば、協力期間中及
び終了後に評価を実施する場合も
ある。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

イ 終了時評価
の手順

第1 フィリピン国国
家開発計画並び
に裾野産業（金
型産業）の現状

(1) 国家開発計画の
現状

(2) 裾野産業（金型
産業）の統計
データ

以下の点については、これまでの調
査においてフィリピン国側に対し、説
明はなされていない。
(ｱ) 評価の公正を確保するため、フィ
リピン国側評価チームは、プロ
ジェクトに直接関係のないメン
バーを含める必要がある。
同様の理由で、JICAは日本側評価
チームの一員として、コンサルタ
ントを傭上する。

(ｲ) 上述のコンサルタントは、評価に
必要な情報を収集するために他の
日本側評価チームメンバーに先立
ちプロジェクトに派遣され、評価
を実施するために必要な情報及び
データを収集し、評価グリッド案
として取りまとめる。

(ｳ) 上述のグリッド作成準備を含む評
価は、PDMを用い、評価５項目に基
づいて実施され、同５項目は評価
の視点として活用される。

(ｴ) 日本側評価チームの他のメンバー
が派遣され、フィリピン国側評価
チームとともに、成果品として合
同評価報告書を作成する。

これまでの調査において、本プロ
ジェクトが「フィリピン2000」構想（西
暦2000年までにNIES入りをめざす）に
基づく３つの開発計画
1） 中期開発計画
2） 中期公共投資計画
3） 中期輸出振興計画（いずれも93～
98年）

に沿うものであり、また上記に基づく
DOSTのSTAND（国家開発計画のための科
学技術アジェンダ）及びその具体的ア
クションプランであるGAINEX計画と整
合性があり、重要な位置づけになるこ
とを確認している。
いずれも多くは来年より新たな計画

に置き替わる予定であるが、STANDは
1999～2004年計画（ドラフト）TALINOと
して検討されている。

これまでの調査においては、統計
データはあまり多く入手されていない。

左記を、評価グリッドの内
容を含め、フィリピン国側に
説明し、理解を得、要すれば結
果をミニッツに記載する。

合同調整委員会等の場を通
じて、左記現状を可能な範囲
で確認するとともに、上述の
評価５項目の「効果」及び「妥当
性」との関連で、現地において
左記を適宜フォローする必要
があることを説明する。

上述のモニタリング・評価
との関係で、各種工業統計及
び業界統計が必要とされてい
るところ、左記データの有無
を改めて確認し、左記状況に
よって各種指標を見直すこと
とする。

左記をプロジェクト側に説明し、
ミニッツに記載するとともに、評
価グリッドの作成例をミニッツに
添付した。

左記につき、金型産業は今後と
も政府の主たる開発戦略分野の１
つとして位置づけられていること
をフィリピン国側から以下のとお
り確認し、ミニッツに記載した。
STANDの中で特定分野の製品・
サービスのための中期計画が記さ
れており、その中で金属エンジニ
アリング産業国家計画（M&Eプラン
1990-2000）においては、貿易産業
省及びMIRDC等が共同で金型産業の
技術向上、設備向上等に取り組む
こととなっている。
また、STAND後の計画としてエス
トラーダ政権の基で策定中の、国
家科学技術アジェンダ（NSTA 1999-
2004）においては、国際的な技術移
転を通じ精密金型技術の向上を図
ることが記されている。
同様に貿易産業省は今後５年間
重視すべき８つの投資優先産業の
１つとして、金型産業を挙げてい
る。

左記を確認し、以下のとおりミ
ニッツに記載した。
・MIRDCより、金型全体の総輸出入
額のデータは入手したが、調査
項目として「プラスティック／ゴ
ム金型」と分類されており、プラ
スティック金型のみのデータは
入手できなかった。また、国内消
費に関するデータも得られな
かった。

・フィリピン金型協会より、プラ
スティック金型業界の現状を聴
取したところ、フィリピン金型
協会のプラスティック部門会員
は1 0 社であるものの、プラス
ティック金型が生産品の一部で
ある金型企業は、約40社にのぼ
る。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・高品質金型等の国際的需要は依
然として高く、ペソの暴落も手
伝って技術力のある企業は輸出
を伸ばしている。一方国内需要
はアジア通貨危機以来の深刻な
不況の影響によって落ち込んで
いる。

現在の人員配置状況は以下のと
おりであることを確認しミニッツ
に記載し、加えてMIRDCの新組織体
制を確認しミニッツに添付した。
職員数（1999年１月現在）304名
うち　技術者 118名
　　　技能者 110名
　　　その他大卒 53名
　　　その他高等学校卒 23名

なおその内訳については以下の
とおりである。
職員数(1999年１月現在) 304名
うち　所長室 3名
　　　産業開発副所長室 2名
　　　調査・活動副所長室 2名
　　　計画・監査室 10名
　　　品質管理・標準規格課10名
　　　研究・開発部 23名
　　　金属鋳造技術部 33名
　　　金属加工技術部 39名
　　　産業支援部 39名
　　　分析・試験検査部 50名
　　　工学技術部 47名
　　　管理部 30名
　　　財務部 16名

・1994年から1998年までMIRDCの予
算措置状況及び1999年の予算計
画につきデータを入手し、ミ
ニッツに添付した。

・MIRDCの年間予算は、歳出予算決
議によって決定され、予算管理
省から配賦される。またDOSTに
対し特別補助金を特定の使用目
的のために申請することができ
る。加えて、自己収入はまず国庫
返納となるが、DOST全体の収入
の約50％がMIRDCに割り当てられ
ており（1998年）、これはMIRDCの
97年分の自己収入の約30％相当
に当たる旨を確認しミニッツに
記載した。また、予算は翌年にわ
たり繰り越し支出が可能である
ことを確認した。

・98年度予算は、人件費を除く部
分について一律25％削減（節約）
が行われたが、99年度予算配賦
額は前年よりやや少ないものの、
一律削減は行われないことを確
認した。

左記につき、金型協会が会員企
業からの出資金をプールし、研修
コースの参加費に充当することを
検討中である旨確認した。

左記現状を確認する。

左記現状を確認し、さらに
予算要求の流れ、繰越・流用の
制限の有無、自己収入の使途
先、過去５年間の収支予（決）
算について確認し、結果をミ
ニッツに記載する。

具体的な負担方法について
確認し、要すればミニッツに
記載する。

実施協議調査時にMIRDCはDOSTに属し
ており、職員数については以下のとお
りであることを確認している。
職員数（1996年12月現在） 318名
うち　技術者 93名
　　　技能者 131名
　　　その他大卒 66名
　　　その他高等学校卒 28名

その後の調査において、職員数及び
その内訳について以下のとおりである
ことがプロジェクトより報告されてい
る。
職員数（1998年12月現在） 299名
うち　所長室 3名
　　　副所長室 4名
　　　計画・監査室 11名
　　　品質管理・標準規格課 12名
　　　研究・開発部 19名
　　　金属鋳造技術部 32名
　　　金属加工技術部 36名
　　　産業支援部 39名
　　　分析・試験検査部 49名
　　　工学技術部 49名
　　　管理部 30名
　　　財務部 15名

MIRDCの1994～1998年までの予算計画
及び実績について以下のとおりプロ
ジェクトより報告を受けている。
1994年 63,627千ペソ（実績）
1995年  75,197千ペソ（実績）
1996年 101,543千ペソ（実績）
1997年 117,317千ペソ（計画）

115,685千ペソ（実績）
1998年 110,354千ペソ（計画）

100,351千ペソ（実績）

なお、MIRDCの予算は大きく３つに分
かれる。
(1) 人件費（PS）
(2) 維持管理及び他の通常経費（MOOE）
(3) 出資金（CO）
自己収入金額の半分は、独自の施

設・機材の付属品、治具の修理費に充
当することができる。繰り越し使用は
２年までとなっている。

また、研修及びセミナーに必要な経
費を民間が負担することとしており、
具体的には大企業の奨学金等を活用す
る旨実施協議調査の際に確認している。

(2) 裾野産業（金型
産業）の統計
データ（続き）

第２ 実施機関の現状
1 組織・人員

2 予算
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

3 その他の部局 MIRDCは、本プロジェクトの対象部局
以外に金属鋳造部門、調査開発部門等
を有している。

本プロジェクトの対象部局
以外の活動状況及び予算を確
認する。

左記をフィリピン国側より聴取
しミニッツに記載した。具体的に
は
（1）研修及びセミナー

対象部門：金属加工、金属／表
面処理、鋳造、分析及び試験検
査、生産計画、品質管理、生産管
理

（2）技術情報の提供
手段：当該分野の研究・調査、

図書館サービス、リーフレット
作成、イベント開催

（3）技術コンサルティング
内容：経営コンサルティング

と巡回指導、フィージビリティ
スタディ、官と民の仲介業務、定
期的産業状況分析、８つの地方
金属検査センターを通じた地方
への技術サービスの展開

（4）検査・品質管理
分野：化学検査、腐食検査、機

械検査、治金分析、非破壊検査、
計測器開発、計測学

（5）技能検定
技術教育・技能開発庁（TESDA）

と協力して実施
（6）研究・開発

金属・機械関連会社への製品、
生産、材料の向上サービス、試作
品の生産等への技術支援

（7）生産サービス
ア 生産技術向上のためにMIRDC
の機材の時間貸し

イ MIRDCが生産を請け負う

また各部門毎の99年度予算を以
下のとおり確認した。(単位：千ペ
ソ)
局長室,管理部,財務部 12,571(12%)
産業開発副局長室 110(0.1%)
調査・活動副局長室 100(0.1%)
計画・監査室 828(0.8%)
品質管理・標準規格課 2,608(2%)
研究・開発部 9,867(9%)
金属鋳造技術部 14,415(14%)
金属加工技術部 17,450(16%)
産業支援部 19,150(18%)
分析・試験検査部 18,757(18%)
工学技術部 11,295(10%)

合計 107,151(100%)
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

第３ 当該プロジェ
クト

1 技術移転分野・
項目

(1) 技術移転分野

(2) 技術移転項目

実施協議調査の際に以下を確認し、
ミニッツに記載している。

１ 金型設計
２ 金型加工
３ 金型組立・補修及び成形品試作

１ 金型設計
（1）金型設計の知識
（2）試作金型の設計

（試作金型１及び２）
（3）CADの操作
（4）CAD/CAMの操作（2.5次元）
（5）電話ケース及びカメラボディの

金型設計
（6）CAD/CAMの操作（3次元）
（7）問題解決
２ 金型加工
（1）機械加工に関する知識
（2）機械操作
（3）試作金型の機械加工
（4）問題解決
３ 金型組立・補修及び成形品試作
（1）成形の知識（材料、収縮等）
（2）モデル金型の試打
（3）モデル金型の組立と補修
（4）MIRDCで製作された試作金型の

組立・補修及び成型品試作（試作
金型１及び２、電話ケース及び
カメラボディ）

（5）問題解決

左記を再確認する。

下記第３の５の（3）における
TCPの見直し・改訂において議
論し技術移転項目を確定する。

プロジェクトにより改訂された
技術移転項目案を見直し、これま
での技術移転項目との比較表を作
成の上ミニッツに添付した

左記のとおりTCPをプロジェクト
とともに見直したところ以下のと
おり改訂された。
I 金型設計
１ 金型設計の基礎知識
２ 金型設計の実務知識
（1） 製図
（2） 金型設計
（3） テスト金型の設計
1） 石鹸箱
2） 電球の傘
3） ウインカーレンズ

（4） CADの操作（2-D）
（5） CAD/CAMの操作（2.5-D）
３ 上級金型設計の知識
（1） テスト金型の設計
1） 電話ケース
2） カメラボディ

（2） CAD/CAMの操作（3-D）
４ 問題解決

II 金型加工
１ 金型加工の基礎知識
２ 金型加工の実務知識
（1） 機械操作技術の向上
（2） CAMとDNC操作
（3） 機械のメンテナンス
（4） テスト金型の加工
1） 石鹸箱
2） 電球の傘
3） ウインカーレンズ（ミ

ニサイズ）
３ 上級加工技術
（1） プログラミング
（2） 機械操作の手順
（3） テスト金型の加工
1） 電話ケース
2） カメラボディ

（4） 生産管理
４ 問題解決

III 金型組立・補修及び成形品試
作（A.M.T.）
１ A.M.T.の基礎知識
２ A.M.T.の実務知識
（1） 組立の調整
（2） 磨きと鏡面仕上げ
（3） テスト金型のA.M.T.
1） 石鹸箱
2） 電球の傘
3） ウインカーレンズ（ミ

ニサイズ）
３ A.M.T.の上級知識
（1） テスト金型のA.M.T.
1） 電話ケース
2） カメラボディ

（2） 精密射出成形の過程
４ 問題解決
５ 金型のメンテナンス

IV 技術コンサルティング手法
１ 技術コンサルティング手法
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

2 投入実績及び計画
(1) 日本側
ア 専門家
(ｱ) 長期専門

家

(ｲ) 短期専門
家

（1997、1998年度実績）（計5名）
a チーフアドバイザー
近藤　晴彦
（1997.10.8～1999.10.7）

b 業務調整
石田　和基
（1997.9.16～1999.9.15）

c 金型設計
小島　要
（1997.9.22～1999.9.21）

d 金型加工
土井　修典
（1998.4.20～2000.4.19）

e 金型組立
井出　真樹
（1998.9.1～2000.8.31）

実施協議調査時のミニッツに、短期
専門家については、必要に応じ派遣す
ることが記載されている。
（1997、1998年度実績）（計６名）
a 金型最先端技術セミナー
松岡甫篁
（1997.3.11～1997.3.14）

b 機械据え付け・調整
畠山篤彦、藤沢丈史、羽生文永
（1998.7.12～1998.7.25）

c 機械据え付け・調整
畑　実
（1998.10.25～1998.11.7）

d 金型最先端技術セミナー
中川威雄
（1998.11.22～1998.11.25）

1998年度計画の中で、金型最先端技
術セミナー講師としてさらに２名の短
期専門家の派遣が要請されている。

（1999年度計画）
a CAD/CAMプログラミング
（1999.8上～8中）

b DNCオペレーション
（1999.8上～8中）

c 金型材料
（1999.7上～7中）

d 金型研磨
（1999.9上～9中）

e 最先端技術セミナー（講師）
（2000.1中～1中）

左記実績を確認し、ミニッ
ツに添付する。

各長期専門家の活動状況等
をより把握するために、各長
期専門家に対するインタ
ビューを実施する。

専門家の特権免除及び執務
環境に関し、現状を確認し、問
題点があれば必要に応じフィ
リピン国側に申し入れる。

左記を再確認する。

左記実績を確認し、ミニッ
ツに添付する。

左記を確認し、計画の妥当
性について検討する。

左記を協議し、案としてミ
ニッツに記載する。

左記を確認し、ミニッツに添付
した。

左記につき、長期専門家との会
合を通じ再確認した。

左記につき、特に問題点のない
ことを確認した。

左記をフィリピン国側に再確認
した。

左記を確認し、ミニッツに添付
した。

左記につき、金型最先端セミ
ナー及びマシニングセンター操作
（金型加工）に関しその必要性を確
認した。
なお、短期専門家の役割をプロ
ジェクトと以下のとおり確認した。
（1）講義、実技訓練を通じた、長期

専門家の技術移転の補完。
（2）技術セミナーを通じた最先端

金型技術の紹介。
（3）機材の据え付け及び調整。

左記につき、必要性、妥当性を専
門家チームと協議し、1999年度計
画案としてミニッツに添付した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

イ 研修員受入
れ

（1997、1998年度実績）
(ｱ) 金型設計
Rogelio B.AQUINO
(1997.10.13～1998.3.29)

(ｲ) プロジェクト運営
Eduardo P. LACBAY
(1998.3.17～1998.3.28)

(ｳ) プロジェクト運営
Eric P. DUQUEZ
(1998.3.17～1998.3.28)

(ｴ) 金型加工
Feliciano H. JAPITANA
(1998.9.1～1998.11.20)

(ｵ) 金型設計
Ernesto R. ADRANEDA
(1998.9.1～1999.1.21)
(10月8日より本邦にて緊急入院)

(ｶ) 金型組立
Augusto S. ATANACIO Jr.
(1998.9.1～1998.11.20)

(ｷ) プロジェクトマネジメント
Rolando T. VILORIA
(1998.11.8～1998.11.20)

（1999年度計画）
以下がプロジェクトより要望されて

いる。
(ｱ) 機材保守管理
Ma. Leah H. PADIERNOS
(1999.5～1999.10)

(ｲ) プロジェクト運営管理
Fred P. LIZA
(1999.6～1999.6)

(ｳ) 金型加工
Jesus C. CRUZ
(1999.6～1999.9)

(ｴ) 金型設計
Crisanto H. Dela CRUZ
(1999.6～1999.9)

(ｵ) 金型組立
Benjamin C. LOGICA
(1999.6～1999.9)

左記実績を確認し、ミニッ
ツに記載する。

本邦研修の成果及び問題点
（要望）につきフィリピン国側
から聴取し、今後の効果的な
研修員受入れに資する。
研修員が研修から帰国した

場合は、必ず他の職員にその
成果を披露・移転するよう申
し入れる。

左記(ｵ)に関連し、フィリピ
ン国側に対しC/P予定者への十
分な事前健康チェックの実施
を申し入れる。

来年度受入れ予定の研修員
の受入計画について、分野、時
期及び期間の妥当性の再確認
を含め、協議する。
また、現状３名の枠で優先

順位に従って受け入れる予定
であることを説明し、理解を
得、ミニッツに記載する。
フィリピン国側の優先順位

について再確認する。

左記実績を表として取りまとめ、
ミニッツに添付した。

今後のより効果的な研修員受入
れに資するべく、C/Pが日本研修で
得た知識及び経験をプロジェクト
実施のために有効に活用するため、
帰国後の報告会の開催、E c h o
Trainingの実施についてプロジェ
クト側に確認し、その旨ミニッツ
に記載した。

左記申し入れに対しMIRDC側は、
本邦研修予定C/Pに対し従前に比べ
検査項目を増やして健康診断を実
施すべく、予算を割り当てる旨を
確認しミニッツ記載した。

左記につき、長期専門家及び
フィリピン国側と協議の結果、コ
ンピューターネットワークのメン
テナンス業務の現地運営化のため
の(ｱ)機材保守管理、(ｴ)金型設計及
び(ｵ)金型組立の３分野での受け入
れについて、1999年度計画案とし
てミニッツに添付した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

ウ 機材供与 以下の機材が納入、据付済である。
　なお、(ｱ)から(ｹ)までを本邦購送した
以外は全て現地調達による。

（1997年度実績） （総額238,279千円）
(ｱ) CAD/CAMネットワークステーション
(ｲ) 射出形成金型教材一式
１ カメラボディ用金型
２ 卓上計算機用金型

(ｳ) 射出成形機
350トン  150トン  80トン

(ｴ) マシニングセンター
(ｵ) ベット型万能フライス盤
(ｶ) 精密平面研削盤
(ｷ) CNCワイヤカット放電加工機
(ｸ) CNC形彫放電加工機
(ｹ) 自動ドリル研削盤
(ｺ) コピー機
(ｻ) FAX機
(ｼ) 車両

（1998年度実績） （総額3,479千円）
(ｱ) 製図セット
(ｲ) 超音波金型研磨機
(ｳ) 金型溶接機
(ｴ) 視聴覚機材
a プロジェクター
b TV（21/29インチ）
c ハンディカメラ
d ビデオデッキ

来年度の機材供与計画は、以下のよ
うにプロジェクトより報告を受けてい
る。
（1999年度計画） （総額6,947千円）
(ｱ) 供与機材スペアパーツ
a ツールホルダー、コレット
b ゲージ類

(ｲ) 供与機材付属品
a 機材用測定器
b Hand Lifter
c 金型用秤

(ｳ) 金型部品類
モルドベース

(ｴ) 視聴覚機材
電動白板

左記を確認し、ミニッツに
記載する。

機材管理台帳に基づいた機
材の維持管理の実施状況につ
いて確認する。

左記を確認し、案としてミ
ニッツに記載する。

左記を確認し、ミニッツに添付
した。

左記につき、機材管理台帳に基
づき機材の適切な維持管理が行わ
れており、今後はプロジェクトマ
ネージャーに管理を移管していく
予定であることを確認した。

本案の機材見積りを確認した上
で、決定する旨フィリピン国側に
説明しミニッツに記載した。
専門家チームの試算によるとス
ペアパーツ、付属品等の所要総額
は、約1,100万円であったが、フィ
リピン国側は400万円相当の予算措
置が可能としている。本チームか
らは、プロジェクト終了時には100
％負担できるように今後フィリピ
ン国側の予算を徐々に増やしてい
くよう自助努力を申し入れた。
専門家チームより技術移転に影
響を及ぼさぬよう、本件の機材ス
ペアパーツ供与の必要性について
重ねて説明があった。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

エ 調査団

オ ローカルコ
スト支援

これまでに以下の調査団を派遣して
いる。
(ｱ) 事前調査
（1996.12.5～1996.12.18）
a 団長・総括　
鈴木康次郎

b 技術協力計画
加藤　弘

c 技術移転計画
岩壁　清行

d 金型技術
井出　勝久

e 運営管理
中本　明男

(ｲ) 実施協議調査
（1997.5.29～1997.6.11）
a 団長・総括　
山崎　章

b 技術移転計画
内野　紀之

c 技術移転計画
近藤　晴彦

d 金型技術
小島　要

e 機材・研修計画
畠山　篤彦

f 協力企画
中本　明男

1997年度実績 586,555.48ペソ
1998年度計画 1,779,151.75ペソ
　　　技術交換費 434,338.00ペソ
　　　広報費 260,088.00ペソ
　　　 補正予算 1,140,000.00ペソ
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約費とし
て、契約期間平成10年10月1日
～平成11年9月30日）

　　　 合計 3,603,577,75ペソ
　　　 実績 1,931,080,26ペソ
1999年度計画 1,040,216.00ペソ
（申請時換算レート：P 1.00=¥2.989
を適用）
また、今年度計画の技術交換費によ

り、上海現代金型技術訓練センター事
業の視察が実施される予定である。

左記実績を確認し、ミニッ
ツに添付する。

左記実績を確認するととも
に、計画の妥当性について検
討する。

帳簿及び証憑書類を確認す
る。

実施予定時期等を確認する。

左記を確認し、ミニッツに添付
した。

左記実績を確認した。

左記を確認した。

左記につき、プロジェクトより
JICAフィリピン事務所経由で本部
に対し申請中である旨確認した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

(2) フィリピン国側
ア C/P配置状
況

イ ローカルコ
スト負担

　実施協議調査時に下記を確認し、
ミニッツに記載している。
ア Total Number of Counterpert
Personnel (C/P) 28名
(ｱ) Administrative C/P 3名
a  Project Director
b  Deputy Project Director
c  Project Manager
(ｲ) Technical C/P 25名
a  Technical Staff 25名

イ　Total Number of Supporting
Staff 20名
a Technician 7名
b Skilled Worker 10名
c Driver 1名
d Typist 1名
e Secretary 1名

Total Number of Personnel Related
to the Project 48名

実施協議調査時にMIRDCのローカルコ
スト負担計画について、以下のとおり
確認している。

1997年　　41,832千ペソ
1998年　　26,077千ペソ
1999年　　24,527千ペソ
2000年　　28,654千ペソ
2001年　　24,270千ペソ
2002年　　21,634千ペソ

左記につき、最新のC/P配置
状況を確認して、ミニッツに
記載する。

技術移転の成果等をより把
握するために、C/Pへのインタ
ビューを行う。

左記予算配分計画及び実績
を確認し、ミニッツに記載す
る。
あわせて、アジア経済危機
の影響について確認し要すれ
ば、ミニッツに記載する。

左記を確認したところ以下のと
おり。
ア Total Number of Counterpert

Personnel (C/P) 27名
(ｱ) Administrative C/P 4名
a  Project Director
b  Deputy Project Director
c  Project Manager
d  Administrative Coordinator

(ｲ) Technical C/P 23名
a  Technical Staff 23名

イ　Total Number of Supporting
Staff 32名

a Secretary 1名
b Driver 1名
c Secretariat 6名
d Maintenance 12名
e Technician 2名
f Training Specialists 10名

（99年より新規関与）
Total Number of Personnel
Related to the Project 59名

左記のとおりC / P へのインタ
ビューを行い、本プロジェクトに
対する要望事項、派遣専門家や日
本研修に対する要望を聴取したと
ころ概要は以下のとおり。
(ｱ) 問題解決、手順書等の英語マ
ニュアルの作成。

(ｲ) 実習の強化。
(ｳ) 研修スケジュールの明確化、
計画と実績に関する評価の提
示。

(ｴ) 教育用透明金型模型の供与。
(ｵ) C/P技術レベル評価結果の各個
人への提示

予算配分実績及び計画を確認し
たところ概要は以下のとおり。

1997年　　24,076千ペソ（実績）
1998年　　18,265千ペソ（実績）
1999年　　12,389千ペソ（計画）
2000年　　20,632千ペソ（計画）
2001年　　21,752千ペソ（計画）
2002年　　22,723千ペソ（計画）

全体として実施協議調査時に比
べ減額しており、特に1997年及び
1998年の実績は、アジア経済危機
の影響のため大きく落ち込んでい
る。MIRDC全体の予算が計画に対し
97年で15%、98年は25%削減された
ことに起因している。99年度は98
年度のような一律の予算削減はな
いものの、施設整備費がプロジェ
クトに割り当てられていないなど
の状況から、減額している。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

ウ 施設整備状況
(ｱ) 専門家に

対する便
宜供与

(ｲ) 機材据付
及びメン
テナンス

(ｳ) 施設設備

(ｴ) 機材

３ 技術移転の進捗

４ 活動の実績の取
りまとめ

(1) 工場訪問

(2) C/P向けセミ
ナー

実施協議調査時に日本人専門家の執
務室は十分なスペースがあることを確
認している。

本邦及び現地調達分を含めて、1997
年度予算分の全供与機材の据付は終了
しており、機材管理台帳及び備品管理
簿もカラー写真付で作成済である。今
後は、これらの台帳をProject Manager
に管理させる予定である。

フィリピン国側の予算措置により現
有設備が改修され、機材設置のための
ユーティリティーも予算管理省からの
予算配分により用意される旨、実施協
議調査の際確認されている。

下記４の活動によって技術移転がプ
ロジェクトにより実施されている。

活動状況が以下のとおりプロジェク
トより報告されている。

本プロジェクト活動の宣伝と支援依
頼、フィリピンの金型企業の技術力及
びニーズの把握、MIRDCの活動内容の訪
問企業への紹介を目的として、工場訪
問が以下のとおり実施されている。
ア　開始時期
　97年10月
イ　実績（計31社　98年12月時点）
97年10月（1社）、11月（1社）12月（3
社）、98年1月（0社）、2月（5社）、3月
（2社）、4月（0社）、5月（0社）、6月（1
社）、7月（4社）、8月（3社）、9月（7社）、
10月（1社）11月（2社）、12月（1社）
現在、これまでの工場訪問の成果を

取りまとめているところである。

C/Pへ対する技術移転を目的としたセ
ミナーが以下のとおり開催された。
（1997～1998年実績）
金型設計　　43回
金型加工　　23回

左記を確認し要すれば、ミ
ニッツに記載する。

機材の据付状況及びメンテ
ナンス状況を確認する。

左記実績及び現状を確認し、
要すればミニッツに記載する。

専門家及びC / Pへのインタ
ビューを通じ、現状を把握し
結果をミニッツに記載する。
また、下記５の（7）のとおり

技術移転の進捗が把握できる
表の作成を検討することと
なっている。

専門家及びC/Pからのインタ
ビュー等を通じ、現状を把握
し、要すれば結果をミニッツ
に記載する。

左記確認するとともに、98
年10月以降の企業訪問実績を
確認し、ミニッツに記載する。

左記確認する。

左記を確認し、ミニッツに記載
した。
日本人専門家の執務室について、

リーダー並びに業務調整員の執務
室はアドミニストレーションC/Pの
執務室に隣接し、一方技術専門家
の執務室は技術C/Pの執務室及び
ワークショップに近く、実務の充
実及びコミュニケーション促進の
ためにも効果的であることを確認
した。

全ての供与機材が適切に据付・
維持管理されていることを確認し、
機材リストをミニッツに添付した。

左記実績及び現状を確認し、ミ
ニッツに記載した。
現在金型運搬のため、ワーク

ショップ内にクレーンを設置中で
ある。また金型の仕上げ、組立を一
貫して行えるよう、機材のレイア
ウトを変更する予定であることを
確認した。

フィリピン国側によって購入さ
れ、プロジェクトにおいて活用さ
れている機材を確認し、そのリス
トをミニッツに添付した。

専門家との協議及びC/Pへのイン
タビューを通して、主要な機材の
導入などプロジェクトの立ち上げ
に時間を要したが、本プロジェク
トの技術移転は円滑に開始されて
きていることを日比双方が確認し、
ミニッツに記載した。

本プロジェクトの現状を把握し
結果をミニッツに記載した。

97年10月から98年12月までの工
場訪問実績を確認し、そのリスト
をミニッツに添付した。
なお、これまで工場訪問は企業

の技術レベルと技術支援ニーズの
把握が目的であったが、下記６の
議論のとおり今後は企業に対する
技術指導として位置づけていくこ
ととした。

左記実績を確認し、そのリスト
をミニッツに添付した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

(3) 外部向けセミ
ナー

(4) 研修コース実
施のための教
材作成

５ 進捗管理表の見
直し及び作成

(1) PDM

(2) 活動計画（PO）

(3) 技術協力計画
（TCP）

(4) 技術移転実施
計画（TTEP）

1998年3月11日展示会「Production
Technology Philippines」の会場で第１
回「最先端技術紹介セミナー」を開催し
た。
さらに中川東京大学教授がプロジェ

クト開所式（1998年11月24日）の終了
後、「高速モデル製作と高速金型加工」
というテーマで基調講演を実施した。

設計分野のテキストは昨年度完成し、
加工分野のテキストの英語訳もほぼ終
了、現在技術用語の英訳の是非を確認
作業中である。

実施協議調査のミニッツに、第１回
目の計画打合せ調査（現状の予算費目
上は運営指導）までにさらに検討する
こととした上で、日比双方が合意した
PDMが添付されており、プロジェクトの
モニタリング、達成度の評価を図るた
めにPDMをプロジェクトの共通のツール
として使用していくことが合意されて
いる。
なお、1997年より計画打合せ調査団

の予算が廃止され、本運営指導チーム
が従前の計画打合せ調査団に相当する。
プロジェクト開始後、プロジェクト

からPDM改訂案が作成されている。

本プロジェクトにおいてPOは実施協
議調査の際には作成されておらず、プ
ロジェクト開始後プロジェクトからPDM
の見直し作業とともに制作したPO案が
提出されている。　

TCPの見直しにかかるプロジェクト案
が提出されているが、TCPの中に本来PO
に含まれるべきセミナー及び技術指導
といった活動項目が記載されている。

プロジェクトにおいて作成された
TTEPが、５年間の計画であるためTCPと
のデマケが不明確である。

その参加者、反響、効果を確
認し、今後の計画について検
討する。

現状について確認する。

上記１～４の協議の結果を
踏まえ、必要に応じ、進捗管理
表の見直し、作成を行う。
昨今、当部が活用している
PDMの基本パターンも念頭に置
いて、スーパーゴールの取り
扱い、指標、指標入手手段、外
部条件を中心にPDMの見直しを
行い、ミニッツに添付する。
また、プロジェクトの要約
を変更する場合には、別途R/D
の変更が必要となる旨説明す
る。

プロジェクト案について現
時点までの実績を確認すると
ともに、残りの期間の計画に
ついて見直しを行い、ミニッ
ツに添付する。

プロジェクト見直し案の検
討を行い、現時点までの実績
を確認するとともに、残りの
期間の計画について見直しを
行い、ミニッツに添付する。
さらに改訂された案と当初
案を比較し、改訂の過程を明
確化する事を目的とした、技
術移転計画項目比較表を作成
する。

年次TCPとして99年度の技術
移転実施計画を取りまとめた
ものとすることにつき協議の
上、要すればミニッツに添付
する。

左記のとおりの実績がある旨、
ミニッツに記載した。セミナーに
は地場企業、外資系企業を問わず
多数の参加があり、高い評価を得
ている。プロジェクト側から、最先
端技術セミナーは、民間企業のみ
ならずMIRDC職員の刺激となるよ
う、年１回より新しい技術の情報
提供を目的に行いたいこと、並び
に現在次回のセミナーのテーマの
取りまとめをPDMAに依頼している
旨を確認した。

昨年度完成した設計分野のテキ
ストはC/Pへの技術移転のための参
考資料であり、研修教材として使
用するために、今後C/Pと共同で改
訂作業を進める旨確認した。

日比双方により見直しを行った
上で修正したPDMをミニッツに添付
した。
なお、指標に記載したデータは
今後プロジェクトで蓄積・整理し
ていくことをプロジェクト側と確
認しミニッツに記載した。
また、本PDM修正作業に伴いR/D
の改訂が必要になることについて
もミニッツにおいて確認し、本調
査団は帰国後外務省と協議するこ
ととした。

左記のとおり、これまでの実績
を確認した上で残りの期間につき、
上記改訂PDMに従ってプロジェクト
によるP O 案の見直しを行い、ミ
ニッツに添付した。

左記、セミナー及び技術指導と
いった活動項目が記載されている
点につき、技術指導はC/Pの実技指
導の場でもあり、技術協力の一環
として捉えていることを確認した
上で、TCPのプロジェクト改定案を
見直し、ミニッツに添付した。
また左記比較表を作成し、あわ
せてミニッツに添付した。

改訂されたTCPに従って、項目を
見直した上で、99年度年次技術協
力計画（ATCP）としてミニッツに添
付した。
なおATCPは今後、技術移転の手
段（座学、実習、OJT他）を加味して
プロジェクト側でさらに発展させ
ていくことを専門家チームと確認
している。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

(5) 年次活動計画
（APO）

(6) 暫定実施計画
（TSI）

(7) 技術協力計画
進捗状況表

(8) モニタリン
グ・評価計画
書

６ プロジェクト運
営・実施上の課
題及び留意点等

(1) 研修コース
ア 期間

実施協議調査時には、APOは作成され
ていないが、プロジェクト開始後、プ
ロジェクト案が作成されている。

実施協議調査時に策定され、ミニッ
ツに添付されている。

技術協力の進捗を客観的に測定する
手法がこれまでなかった。

プロジェクト開始後、プロジェクト
においてモニタリング・評価計画書を
作成した。
なおJPCMにおいてはプロジェクト開

始後６か月を目途に、協力期間中のモ
ニタリング・評価業務の実施概要骨子
を盛り込んだ「モニタリング・評価計
画書」を作成することとなっている。

工場訪問を通し、金型企業の技術者
を対象とした研修コースは、短期間の
ものが望ましいという意見が多数で
あった。

POの見直しとあわせて、99
年度APOの作成・見直しをし、
ミニッツに添付する。

現時点までの実績を確認す
るとともに必要に応じ99年度
以降の計画を見直し、ミニッ
ツに添付する。

今次調査においてC/Pへの技
術移転の進捗を測定すること
を目的として、技術協力計画
進捗状況表の導入を検討し、
同案を作成した上で、ミニッ
ツに添付する。

上記第０の３の(3)のモニタ
リングと評価に関する説明・
協議を踏まえ、以下の手順に
より、可能であればモニタリ
ング・評価計画書（プロジェク
ト案）を基に同計画書を作成
し、ミニッツに添付する。
ア モニタリング・評価実施
体制を構築する。

イ モニタリング・評価スケ
ジュールを作成する。

ウ 評価５項目に従い、モニ
タリング・評価項目を作
成する。

エ モニタリング調書を作成
する。

オ 実績記入表を作成する。

左記の現状を確認するとと
もに、プロジェクトと協議の
上研修コースの実施及びその
他の業務との比率について確
定する。

左記のとおり、これまでの実績
を確認した上で、上記改訂P O に
従ってプロジェクトによるAPO案の
見直しを行い、98年度、99年度分
APOを作成しミニッツに添付した。

第３の２の(1)及び(2)で既述し
たこれまでの日側・フィリピン国
側の投入実績を確認した上で、TSI
を見直し、ミニッツに添付した。ま
た99年度分TSIを作成し、ATSIとし
てミニッツに添付した。

技術協力計画進捗状況表を作成
することとし、サンプルフォー
マットを作成しミニッツに添付し
た。さらに、C/Pへの技術移転をモ
ニタリング・評価していくための
技術移転評価表も作成していくこ
ととし、サンプルフォーマットを
ミニッツに添付した。これらにつ
いては今後６月の定期モニタリン
グに向けて、プロジェクトにおい
て十分に協議した上で改善・改良
していくことをミニッツに記載し
た。

今後、毎年６月と1 2 月にプロ
ジェクトにおいて定期的にプロ
ジェクト活動のモニタリングを実
施し、運営管理を現地主導で行っ
ていくことを確認し、上記第０の
３の（2）評価グリッド及び上記（7）
技術協力進捗状況表の５月までの
検討・作成を盛り込んだモニタリ
ング・評価計画書をプロジェクト
側と合意の上作成し、ミニッツに
添付した。
上記手順においてア、イまで進

捗したことを確認した。

MIRDCよりCAD/CAM、CNC EDM等５
つの１週間短期研修コース（ハイテ
クプログラム）を99年度から実施す
る予定である旨を確認した。
左記につき、金型協会としては

在職者向け研修コースは40時間（１
週間）程度であると参加が容易であ
ること、金型技術者層自体の拡大
のため、新卒者などの若い技術者
候補層対象には、６か月コースが
必要であることを聴取した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

イ 業務比率

(2) テスト金型

(3) 業界団体との
連携

ア フィリピン
金型協会

イ JETRO

ウ 日系金型産
業関連法人
の情報交換
の場の設定

(4) 他の援助プロ
ジェクトとの
連携

ア UNDP

研修コースの実施と金型企業に対す
る技術指導・相談等その他の業務との
比率が明確でない。

プロジェクト開始後、プロジェクト
においてテスト金型（石鹸箱、電球の
傘、ウインカーレンズ）が選定され、プ
ロジェクト開始以前に選定されていた
電話ケース、カメラボディに加え計５
種類となった。

（ｱ）Board of Committee、年次総会等
への参加を通して、プロジェクト
の進捗状況を報告するとともに、
プロジェクトへの要望調査をす
る。

（ｲ）会長・スタッフの合同調整委員会
への参加依頼。

（ｳ）フィリピン金型協会主催の展示
会・セミナー等への支援。

（ｴ）工場視察先の斡旋依頼。

（ｱ）JETRO専門家との情報交換。
（ｲ）技術協力分野の住み分けの調整。

松下電器、富士通機電、森六金型、愛
知製鋼、日榮鋼材の５社と情報交換の
場の設定を提案した。今後プロジェク
トが中心となり、ローカル企業育成の
方法に関して検討することとなってい
る。

UNDPはMIRDCに対して、精密金型セン
ターの組織作り及び研修カリキュラ
ム・教材の開発支援のため、日本の「人
造り基金」より30万ドルを拠出するこ
ととなった。

テスト金型の妥当性につい
て、プロジェクトと協議の上
確定する。

左記の現状を確認するとと
もに、本プロジェクトとの関
連を確認し、必要に応じ、適宜
コメントをする。

左記に関する連携・協力の
現状及び方向性を確認し、要
すればミニッツに記載する。

金型企業へ対する技術指導・相
談等その他の業務に関し以下のと
おり実施していきたい旨をフィリ
ピン国側から聴取しミニッツに記
載した。
(ｱ) 技術クリニック
中小企業を対象として問題解決
を目的とした１日企業診断。
(ｲ) 技術フォーラム
１時間から１日の最新技術紹介
(ｳ) 短期コンサルティング
１日から２か月の企業コンサル
ティング。フィージビリティスタ
ディ、工場レイアウト、設備の向上
等に関する技術的助言を含む。
なお、上記コンサルティング業
務はTechnical Business Adviory
Sectionが担当している。

左記については、５つのテスト
金型が、部品点数、及び許容校差、
製作所要時間の３つの観点から、
金型制作の基本から高度なレベル
までの技術指導が可能となるよう
に選ばれたものであり、並びにこ
れらの制作を通じC/Pへの技術移転
の進捗をモニター・評価していく
点を確認しミニッツに記載した。

左記につき、フィリピン金型協
会会長との個別協議及び合同調整
委員会を通して、同協会がMIRDCと
良好な意志疎通並びに協力関係を
築いていることが確認され、その
旨ミニッツに記載した。

プレス金型の設計のJETRO専門家
が99年２月より来比し、民間企業
にて技術移転を開始する予定であ
ること、またMIRDCにおいて事務ス
ペースを提供する可能性があるこ
とを確認し、ミニッツに記載した。

12月18日に開催された第１回会
合に引き続き、第２回が１月12日
に開催され、有意義な情報交換が
行われた旨を確認した。

今後、研修コースのカリキュラ
ム・教材制作につき、テーマごとに
プロジェクトとUNDPとの間で制作
分担を協議中である旨を確認した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

イ PEVOTI

(5) プロジェクト
の広報
ア 開所式

イ リーフレッ
ト等

(6) 本邦との連
絡・報告体制

(7) プロジェクト
専門家チーム
内規

７ 合同調整委員会

８ 専門家の生活環
境

JICAはフィリピンのPEVOTIにおいて
「職業訓練向上プロジェクト」（1999年
５月終了）を実施しており、活動の中
に金型技術の訓練教師の育成が含まれ
ている。

11月24日にフィリピン国側からは
Wiliam G. PADOLINA科学技術大臣が、
日本側からは朝日在比日本大使館フィ
リピン公使及び、後藤JICA事務所長ら
約60名が列席し盛大にプロジェクトの
開所式が執り行われた。その際開所式
記念パンフレットを作成した。

1997年度第４四半期にプロジェクト
のリーフレットを作成済みであり、ま
た1998年11月にプロジェクトと本部、
在外事務所、国内支援委員会及び関係
諸機関を繋ぐ情報ツールとして「JICA-
MIRDC NEWS」を作成した。現在、プロ
ジェクトのパンフレットのドラフト案
を作成中である。

現時点で、下記の四半期報告書が専
門家チームより送付されている。
(ｱ) 1997年度第３四半期報告書
(ｲ) 1997年度第４四半期報告書
(ｳ) 1998年度第１四半期報告書
(ｴ) 1998年度第２四半期報告書

専門家チームの内規が作成されてい
る。

1998年４月28日に第１回合同調整委
員会を開催した。今後、６か月毎に開
催し、プロジェクトの評価を含め、プ
ロジェクトに関連する様々な点につい
て討議する予定である。

詳細及びその後の反響を聴
取するとともに、報道ぶりに
関する資料を入手する。

左記リーフレット・情報
ツールの内容を、配布状況及
びその広報効果とともに確認
し、今後の広報活動について
検討の上、ミニッツに記載す
る。

四半期報告書の内容のうち、
技術専門家の報告はP D Mの活
動、成果に沿った形で作成す
るよう専門家チームに依頼す
る。

適用状況を確認する。

予算削減の影響から、今後
必ずしも調査団を毎年派遣で
きなくなるため、合同調整委
員会がより主体的に案件管理
（計画策定、モニタリング・評
価の現地化）をする必要がある
旨を伝え、可能であれば定期
モニタリング実施の度に開催
するよう依頼し、理解を得、ミ
ニッツに記載する。

専門家の生活環境について
問題点・特記事項等があれば
聴取する。

主に専門家チーム間で、左記プ
ロジェクトとの情報交換が行われ、
研修コースのカリキュラム・教材
作成の面で有意義であった点を確
認した。
なお、PEVOTIには金型技術の関

連施設がなく、MIRDCによれば今後
訓練学生の実習を受け入れる等の
協力関係も考えられることを聴取
した。

左記につき、出席者が60名であ
ることも含め聴取し、ミニッツに
記載した。加えて左記に関する新
聞報道を入手した。

各種関連団体との会合、工場訪
問、技術フォーラム（セミナー）、合
同調整委員会等の機会を利用して
左記リーフレットを配布している。
また、左記プロジェクトのパンフ
レットのドラフト案は２月中に完
成予定との旨を確認した。

広報全体に関し、日比プロジェ
クト関係者は利用可能なあらゆる
ツールをあらゆる機会で活用して、
プロジェクトの広報を積極的に展
開していく旨を確認し、ミニッツ
に記載した。

左記を専門家チームに説明し理
解を得た。

左記を確認した。

MIRDCとの協議及び合同調整委員
会の場を通じ、左記をフィリピン
国側に伝え、中間評価、終了時評
価、終了時モニタリングの際に合
同調整委員会を開催し主体的に案
件管理を進めてゆく旨確認し、ミ
ニッツに記載した。

依然として交通渋滞が日常生活
に与える影響が大きい旨を確認し
た。
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２－２　調査概要

プロジェクト開始後１年４か月を迎え、日本人専門家及びＭＩＲＤＣとモニタリング・評価等

を中心とした運営管理体制について確認するとともに、現時点の技術協力の進捗確認と今後の協

力計画の策定を行った。具体的には、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）や技術協

力計画（ＴＣＰ）等の計画管理諸表の見直し、技術協力進捗評価表等のモニタリング・評価フォー

マットの作成について協議した。また、運営上の課題及び問題点について協議を行った。20日の

合同調整委員会において合意・署名したミニッツのポイントは次のとおり。

（1）プロジェクト運営管理体制の確認、ＰＤＭ及びＰＯの見直し

1） モニタリング・評価計画書の確認

今後のモニタリング・評価の実施体制、時期、方法について、計画書を作成し、確認し

た。今後は、６月の合同調整委員会の場を皮切りに、プロジェクトを中心に６か月ごとの

モニタリングを行っていくこととなる。

また、協力の進捗確認のために、技術移転項目ごとにこれまでの投入、技術移転達成度

の目標レベルと現状レベル、技術移転未了の内容・問題点、今後必要な投入、対応策を記

載した「技術協力進捗状況表（Monitoring Sheet of Technical Cooperation）」を作成する

こととし、サンプルを例示した。プロジェクト側で本件進捗状況表及び評価に向けた評価

グリッドを５月末を目途に整備していくこととした。

2） ＰＤＭの見直し

実施協議時に策定したＰＤＭを、ＰＣＭ手法に基づいて見直すとともに、プロジェクト

の範囲・内容の明確化、及び各指標の妥当性、入手可能性の観点から新たなＰＤＭ案を作

成した。

ＰＤＭの改訂のためには、Ｒ／Ｄに添付した本プロジェクトのマスタープランの修正が

必要となるため、Ｒ／Ｄ修正については、今後、ＪＩＣＡが外務省の了解を得た上で、科

学技術省（ＤＯＳＴ）次官及びＪＩＣＡ事務所長との間で改めてミニッツに署名することが

必要であることを双方確認した。

また、ＰＤＭ案に沿った、活動計画（ＰＯ）ならびに 98年度及び 99年度の年次活動計画

（ＡＰＯ）を作成し、当面これらの計画に沿って活動を進めていくこととした。後述（3）の

とおり、年度後半には、短期の企業向け研修を試行することとなったため、これに向けた

活動については、今後追加検討される。
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（2）プロジェクトの進捗状況の確認

1） 開所式の実施

本プロジェクトにおいては、98年８月までに、ＣＡＤ／ＣＡＭネットワークステーショ

ンを含め、主要な機材の据え付けが完了した。98年 11月 24日には、ＭＩＲＤＣにおいて、

パドリナＤＯＳＴ長官、朝日日本大使、後藤ＪＩＣＡ事務所長、チャン金型協会会長、そ

のほかフィリピン国政府及び民間セクターからの参加者等約 80名を招いて、盛大に開所式

が行われ、同日午後に東京大学生産技術研究所の中川所長を招いて行われた記念セミナー

は約60名の聴衆を集め、成功裏に行われた。マスメディアへの広報も含めて、よい滑り出

しを発信してもらうことができた。

2） 技術移転の進捗状況

Ｃ／Ｐに対しては、機材の到着までに、金型設計・加工・組み立て・試打に関する基礎

知識の教育が行われており、98年度後半より、テスト金型として石鹸箱の設計・加工の実

技指導に入ったところである。組立・試打の分野についても機材の操作のための基礎的な

指導は完了しており、順次テスト金型を用いた実技指導に入っていく予定となっている。

技術協力は、おおむね計画どおり、順調に進捗していることを確認した。

3） ＴＣＰの見直し、ＡＴＣＰの作成

実施協議の時点で技術移転のための計画表として作成した Supplementary Attachmentを、

今回ＴＣＰとして改めて作成し、進捗にあわせて実績をアップデートするとともに、計画

の見直しを行った。なお、99年度の「年次技術協力計画（ＡＴＣＰ）」も作成したが、今後、

技術移転項目ごとに、必要な短期専門家、研修員受入、また講義や実技指導、ＯＪＴの区

分を加えて、６月の第３回合同調整委員会までに、プロジェクトにおいて、様式とともに

さらに改善することとした。

4） Ｃ／Ｐに対する技術移転達成度評価表の作成

Ｃ／Ｐに対する技術移転の成果を評価するために、「技術移転達成度評価表（Evaluation

Sheet of Technology Transfer）」を作成し、テスト金型の製作を通じた技術移転の達成

度をそれぞれ評価していくこととした。各分野の技術移転項目ごとの移転達成度を総括す

るためのサンプルフォーマットを例示した。今後、評価の尺度及び活用方法を含めて、さ

らにプロジェクト側で議論を深めていくこととした。
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5） 97年度までの投入実績及び 98年度計画、99年度計画の確認

これまでの専門家、研修員、機材の実績を確認するとともに、98年度第４四半期及び 99

年度の実績計画案について、専門家チーム及びＭＩＲＤＣ側と確認を行った。

なお、99年度の要請機材については、今後の技術移転にあたり、約 1,000万円相当の機

材が必要とされており、（5）1）に後述のとおり、フィリピン国にて負担可能な範囲を超え

る部分について、供与済み機材のスペアパーツ、付属部品の要請がなされている。リーダー

会議を目途に、詳細な仕様、現地見積りの提出をもとに、さらに検討することとした。

（3）本プロジェクトで強化すべきＭＩＲＤＣの技術支援サービスの確認

本プロジェクトで強化すべきＭＩＲＤＣの技術支援サービスとしては、当初の計画では、

金型技術に関する研修コース（６か月）の実施を主体として2001年より実施することを想定し

ていたが、これまで行われた工場訪問、金型協会との意見交換の中では、より短期の研修コー

スの早期開始、企業における技術指導などの要望があがっている。さらに、協会としては、ペ

ソの切り下げによる輸出競争力への弾みを利用して金型生産の振興をはかるべく、業界、政

府、教育界全般に働きかけて、金型技術者層の拡充に力を入れたいとしている。

フィリピン国側との意見交換の結果、ＭＩＲＤＣとしても、1）６か月コースは、職業訓練

卒業生等の若手未熟練者を対象に人材育成に取り組みたいこと、2）企業の在職技術者対象に

は、１週間以内の短期コースとして、ＣＡＤ／ＣＡＭ設計、ＣＮＣワイヤーカット加工等の

５テーマで1999年後半にも実施したいこと、3）そのほか、今後、１日～１週間程度の所内で

の技術相談、技術紹介セミナー（技術フォーラム）、企業における短期技術指導を強化したい

こと、が明確となった。

（4）フィリピン国の政策環境、金型産業の現状

1） フィリピン国の国家開発計画における本プロジェクトの位置づけ

ＤＯＳＴの国家開発のための科学技術政策アジェンダ（1993～ 1998）、国家金属エンジニ

アリング産業開発計画（1990～ 2000）のいずれにおいても、金型の製造、金型技術の振興が

優先課題とされており、エストラーダ政権の発足に伴って、1999年からの新たな国家科学

技術アジェンダを策定中であるが、ここにおいても、工業分野の最優先プログラムとして、

金型技術の向上が揚げられており、フィリピン国側の政策優先度には変化はない。

2） フィリピン国金型産業の現状

フィリピン金型協会によれば、フィリピン国の金属・プラスティック金型関連企業約 200

社のうち、プラスティック金型を生産している企業自体は全部で40社程度であり、そのう
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ち、約 10社がＰＤＭＡプラスティック部門に加盟している。現状では、プラスティック金

型生産にかかわる正確な生産統計、貿易統計は存在せず、定性的な実態把握にとどまって

いる。今後は、ＰＤＭにおける上位目標にかかわる指標として確認したごとく、ＭＩＲＤ

Ｃは、民間企業対象の研修及び技術支援成果の確認作業を通じ、金型産業自体の現状デー

タの蓄積、現状把握にも努めるとしている。

（5）ＭＩＲＤＣの現状

1） 組織体制、予算、経済危機の影響

ＭＩＲＤＣは、99年１月現在で 304名体制となっており、うち技術者は 118名、技能者

は 110名となっている。組織は実施協議時点と変更はないことを確認した。

予算措置については、98年は、人件費以外の予算が各省横断的に25％削減となり、本プ

ロジェクトにおいても、コンピューターの維持管理契約に要する 300万円余について、補

正予算による緊急支援を行った経緯がある。99年予算においては、25％削減措置はとられ

ないが、98年度までに導入された機材の維持管理経費にかんがみると十分とはいえない状

況にある。

2） Ｃ／Ｐ確保

技術Ｃ／Ｐは23名であり、当初計画より２名を欠いているが、技術移転においては、問

題を生じていない。プロジェクト開始後、人事異動によって、プロジェクトの Project

ManagerであるＭＩＲＤＣ副所長が交替したが、ラクバイ副所長という優秀な交替者を得た

のに加え、さらに、98年からは、アドミニストレーションＣ／Ｐとして、計画・管理・監

査部のリサ部長が加わり、より運営管理は円滑になったともいえる。Project Directorで

あるＤＯＳＴ次官については、人事異動により、ＪＩＣＡ地震研究所プロジェクトの

Project Directorであったプノンバヤン氏が 1998年 12月に着任した。

（6）その他

急性腎炎により昨年９月の来日以降緊急入院を強いられていた本プロジェクトＣ／Ｐ研

修員への対応について、ＭＩＲＤＣからこれまでの日本側の配慮と尽力に対し謝意が表さ

れた。同人は、１月 21日に無事フィリピン国に帰国した。

また、調査団の申し入れに対し、今後、訪日予定研修員の事前の健康診断については、

ＭＩＲＤＣ側で必要な財政的措置をとり、健康管理を重視していくことを確認した。
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２－３　調査団所見

（1）技術移転の進捗状況

技術移転も昨年９月に技術の３分野の専門家がそろい、軌道に乗ってきたところであり、

実技指導やＯＪＴを含めた今後の協力の進展が大いに期待される。今般Ｃ／Ｐに対する製図

に関するテストを行ってみたが、図面化の基礎能力に一様に難があり、今後実技指導の本格

化に入るにあたり、もう一度製図の基礎知識の復習に立ち戻るなど、専門家チームにおかれ

ては、常にＣ／Ｐの力量を図りつつ、技術指導をお願いしたい。

（2）プロジェクト本位の運営管理、進捗モニタリングの継続

本プロジェクトは、専門家チームの尽力により、立ち上がりの時点から、ＭＩＲＤＣとの

日常的な意志疎通、協議調整のためのよき基盤が築かれており、現地サイドでの運営管理体

制は十分整っていることが確認できた。今次調査は、プロジェクト全体としてめざす目標と

成果が何であるかについて、ＰＤＭの改訂作業を通じて、日比双方の関係者が一堂に会し再

確認を行うとともに、今後強化すべき企業向け技術支援サービス項目についての議論や、終

了時評価に向けて、評価の５項目（特に持続性の観点）の確認と、整理すべき評価の指標・尺

度・切り口について議論を行うことができたことに、大きな意味があったといえる。特に評

価・モニタリングに関しては、今後は運営管理ミーティングを通じ、プロジェクト本位で、具

体的な運営管理のための使い勝手のよい計画、進捗管理、評価フォーマットをめざし、よ

り一層の改善・工夫を加えていっていただけることと期待する。

（3）プロジェクト実施体制

本プロジェクトの実施体制は、ミニッツ ANNEX４－２にあるように、ＭＩＲＤＣの金属加

工技術部マシンショップ・加工セクションが技術移転の主たる受け皿であるが、研修カリ

キュラムや教材の作成は産業支援部の工業訓練・人材開発セクションが担当しており、専門

分化が進んでいる。これらの二頭体制に加えて、機材の維持管理はエンジニアリング部のプ

ラントエンジニアリングセクションが、研修・セミナー等の募集開催は産業支援部の情報技

術プロモーションセクションが担当し、企業向けの技術指導が始まると、産業支援部の技術

ビジネス指導セクションが関与してくるなど、極めて、複雑的な構造となっている。

これらの全体指揮の任は、産業支援部やエンジニアリング部担当副所長であるラクバイ所

長が Project Managerとしてあたっており、同人の内外からの強い信望と行動力で全体の統

率が保たれているものの、関係者間の意志疎通には容易でない部分がある。計画・管理・監

査グループのリサ部長のプロジェクトへの参画は、こうした横断的なプロジェクト運営管理

上、非常に効果的であると思われるが、今後も協力活動の展開に従ってさらに業務が複雑化
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することが予想されるので、ラクバイ副所長とリサ部長両者の横断的指揮命令系統が機能す

るよう、引き続きウォッチしていく必要があろう

（4）産業界との連携

1） 金型協会等との連携

プラスティック金型産業の現状は、金型協会プラスティック部門の加盟企業が10社にす

ぎないなど、未だ脆弱な構造であるが、所管の科学技術省をはじめとして、金型技術の向

上、金型産業振興を重要課題として位置づけており、金型技術者の育成が、産・官・研究

部門の中長期的課題として認識されてきている。

本プロジェクトにおいては、金型協会とＭＩＲＤＣ幹部陣との間で日常的に行われてい

る交流に加えて、金型協会としても、金型技術者の育成は、時宜を得たものとして

ＭＩＲＤＣに強い期待を示しており、金型技術者の育成を求めて、協会も積極的に政府、業

界、学会の意識向上を働きかけるなど、ＭＩＲＤＣと産業界との間に双方向の交流がある。

近藤リーダーも日頃より、プラスティック工業界の定期ミーティングへの参加や日系金型

企業との情報交換に積極的に取り組まれており、民間との接点の意識は専門家チーム、

Ｃ／Ｐに共有化されていることが確認できた。今後の課題としては、具体的な金型企業の

実状及びニーズをデータとして、ＭＩＲＤＣが収集分析・整理していく仕組みを企業に対

する技術支援活動を通じて構築していくことと、これらのニーズに基づいた適切な支援ス

キームを確立していくことであると思われる。

2） 民間ニーズに対応した技術支援サービスの検討

20日に行われた合同調整委員会は、本プロジェクトにとり２回目の開催であったが、民

間企業から約 10名の参加者を迎え、形式を超えた実質的な議論が行われたことを高く評価

したい。

具体的には、委員会の席上、チャン金型協会会長より、プロジェクトにおいて、早期に

企業への直接裨益を考慮してほしいとの要望が出たのに対し、ＭＩＲＤＣから本年中にも

短期の５コースを開設するにつき紹介があった。さらに、チャン会長からは、ＭＩＲＤＣ

におけるＣ／Ｐに対する訓練指導の場に民間企業からの参加者１～２名を加えてほしいと

の強い要望も提出され、ＭＩＲＤＣビロリア所長からは、すべての経費（例えば材料費等及

び土曜日等に指導する場合の人件費）を企業側が負担することを前提に前向きに考えていき

たい旨の発言がなされた。調査団からは、プロジェクトの枠組みの中にも、Ｃ／Ｐへの

ＯＪＴ活動の一環として、企業向け研修以外に企業における技術指導も含めていくことを

改めて確認したほか、上記の民間企業からのオブザーバーをＣ／Ｐ訓練に加えるについて
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は、経験や技術レベルの異なる人材を加えることで訓練プログラムの修正が必要になるか

もしれず、具体的な取り組み方は、専門家チームと今後、十分に協議を続けてほしいこと

を要望しておいた。

こうしたやりとりは、民間サイドからの強い期待の表れであり、同席の他の出席者から

も、今回の議論によって、民間ニーズへの具体的な対応策が進展したとして、高く評価し

たいとの発言がなされたところである。

今後、プロジェクトにおいても、引き続き、ＭＩＲＤＣと産業界との意志疎通を通じ、

Ｃ／Ｐへの技術協力計画に支障のない範囲で現実的な対応を検討していただくようにお願

いしたい。また、今次調査団では、ＭＩＲＤＣとして、短期・中期研修プログラム、企業

向けの技術相談・フォーラム、企業における技術指導、試作品製作などのサービスを展開

したい旨を聴取しており、これらの組み合わせ、実施計画についても、今後、プロジェク

トにおいてＭＩＲＤＣとの協議を深化させ、具体的な活動計画をつくっていく必要がある。
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（2）工場技術者への直接の技術移転
（Ｑ） 産業界のニーズを反映させ、マーケット志向の活動をすることがＭＩＲＤＣの自立発展性
にもつながり、またコスト効率的な活動によって、より少ない政府の補助金で活動することが
できるため、産業界と協力して活動してゆくことが大変重要である。また、長期専門家が直接
企業に技術移転することは可能か。（ツンパラン（ＮＥＤＡ））

（Ａ） セブ地域では工場訪問を通して直接の技術指導を実施した。また、ＰＤＭＡは会員企業か
ら資金を集め、研修コース参加者の授業料として充当する計画があると聞いている。（ラック
バイＭＩＲＤＣ副所長）

（コメント）産業界からの要望はＰＤＭＡとのミーティングや工場訪問を通して把握済みであるが、い
かにして活動プランを実行するかが課題である。（リザ）

（コメント）研修コース参加費に対し政府から補助金は拠出できない。（ツンパラン（ＮＥＤＡ））
（コメント）短期間であっても、プロジェクトの技術移転対象を拡大して長期専門家から企業の技術者
が直接指導を受けることを望んでいる。また、18日のミーティングでもお話ししたとおり、技
術者不足緩和のため、新卒者へのトレーニングが必要であると考えている。（チャン金型工業
会会長）

（コメント）企業への技術サービスはＭＩＲＤＣへの技術移転サービス機能の強化として活動計画の一
部に挙げられており、研修コースや企業への技術指導を実技指導の一環として組み入れること
を確認している。しかしながらプロジェクトとしては、まずＭＩＲＤＣに技術を移転し、拠点
を形成することが先決であり、その後ＭＩＲＤＣを通じて各企業に技術移転を実施できるよう
にすることが、プロジェクト終了後も持続可能な技術移転と考えている。（桑島）

長期専門家からＣ／Ｐへ、Ｃ／Ｐから企業へという技術移転を極力迅速に行いたい。（リザ）

（3）その他
（コメント）企業からＭＩＲＤＣへ技術者を長期に派遣し長期専門家からの指導を直接受けさせたい。
（チャン金型工業会会長）

（Ｑ） ＭＩＲＤＣとしては少なくとも１年間は滞在し必要となる経費をすべてＰＤＭＡが負担す
るということであれば検討したい。本案に対する法的側面からのＪＩＣＡ側の考えをお聞かせ
願いたい。（ヴィロリアＭＩＲＤＣ所長）

（Ａ） 本提案に対し法的側面で発言する立場にはないが、一般的な考え方として新規にＣ／Ｐを
中途で追加すると他のＣ／Ｐと経験・レベルが異なる場合には、技術移転計画の見直しが必要
となってくるため専門家チームとの十分な議論が必要だろう。（桑島）

（コメント）本プロジェクトの計画に影響を与えることは企業側も望んで居らず、Ｃ／Ｐとしてではな
く、オブザーバーとして専門家からの指導に加えて欲しいということである。（チャン金型工
業会会長）

（コメント）プロジェクト開始前の協議、第１回ＪＣＣに比較すると、昨年は短期セミナーで専門家が
講師を務め、本年は短期研修も計画されるなど大きな進歩である。（ノベル（ＰＤＭＡ））

（4）総括
大変活発な会議であり、官と民のコミュニケーションを基礎に企業からは更なる支援を、
ＭＩＲＤＣはさらに柔軟な対応を期待したい。実技指導を通じた企業への支援サービスをどの程
度まで企業側へ拡大してゆくかは、引き続きプロジェクトにおいて議論を継続されたい。（桑島）
プロジェクトにおいてなされるべきことはまだまだ山積しており、プロジェクト目標達成まで
の道はまだ遠いが、今後ともプロジェクト発展の行く末を見守ってゆきたい。（ＪＣＣを欠席した
プノンバヤンＤＯＳＴ長官からのメッセージ）

以上
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